
区分 現状と課題
第８期における
具体的な取組

計画
記載頁

2023年度（令和５年度）目標値
（事業内容、指標等）

具体的な事業名・取組名 事業・取組内容
自己
評価

課題と対応策

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○住み慣れた地域で望む暮らしを選択できるようにするため
に、早期から自分に合った介護予防に取り組むことが重要で
ある。市では、より多くの人が、介護予防に取り組むことが
できるよう、身近な場所で介護予防ができる体制づくり、介
護予防のきっかけづくりや地域の取組の支援を継続する必要

がある。
○課題：新規参加者の促進、介護予防の取組を支える担い手
の支援、一般介護予防事業の認知度の向上、社会情勢の変化

健康運動トレーニング事業 24 延28,000人 健康運動トレーニング事業

運動指導士の指導を受けながら、個々の体
力に応じた運動を実践できる事業。トレーニ
ングマシンによる個別運動や、少人数レッス

ン、教室、体力測定会などを実施。
【実績値】延18,121人

○

目標値には届かなかったが、令和４年度（延16,473
人）よりも増加傾向にある。

継続した事業展開や、新規参加者の促進に向けて
検討を行う。

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○住み慣れた地域で望む暮らしを選択できるようにするため
に、早期から自分に合った介護予防に取り組むことが重要で
ある。市では、より多くの人が、介護予防に取り組むことが
できるよう、身近な場所で介護予防ができる体制づくり、介
護予防のきっかけづくりや地域の取組の支援を継続する必要

がある。
○課題：新規参加者の促進、介護予防の取組を支える担い手
の支援、一般介護予防事業の認知度の向上、社会情勢の変化

介護予防教室（運動） 25 延3,750人 介護予防教室（運動）

体力が低下傾向にある高齢者を対象とした
運動教室（転ばん塾、おたっしゃ塾）及び元
気高齢者を対象とした運動教室（総合ス

ポーツセンター）を実施。
【実績値】延5,569人

◎
予定どおり実施することができた。

今後も継続した事業展開をするため、各事業内容を
検討しながら、実施していく必要がある。

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○住み慣れた地域で望む暮らしを選択できるようにするため
に、早期から自分に合った介護予防に取り組むことが重要で
ある。市では、より多くの人が、介護予防に取り組むことが
できるよう、身近な場所で介護予防ができる体制づくり、介
護予防のきっかけづくりや地域の取組の支援を継続する必要

がある。
○課題：新規参加者の促進、介護予防の取組を支える担い手
の支援、一般介護予防事業の認知度の向上、社会情勢の変化

介護予防教室（認知症） 26 延490人 介護予防教室（認知症）
認知症を予防するための正しい知識と具体

的な取り組みを学べる教室。
【実績値】延364人

◎

令和４年度（延343人）よりも増加傾向にあるが、目
標値には届かなかった。令和6年度からはワクチン
集団接種も終了し、本来の会場での開催となるた
め、より効果的な教室となるようプログラムの組立て

や案内等の工夫を行う。

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○住み慣れた地域で望む暮らしを選択できるようにするため
に、早期から自分に合った介護予防に取り組むことが重要で
ある。市では、より多くの人が、介護予防に取り組むことが
できるよう、身近な場所で介護予防ができる体制づくり、介
護予防のきっかけづくりや地域の取組の支援を継続する必要

がある。
○課題：新規参加者の促進、介護予防の取組を支える担い手
の支援、一般介護予防事業の認知度の向上、社会情勢の変化

地区講師派遣事業 31 65回 地区講師派遣事業

各専門講師を、公民館等に派遣を行い、介
護予防についての講義や実技指導を行う事

業。
【実績値】88回

◎

事業を再開する地区が徐々に増え、目標値を上回る
実績となった。

今後も継続した利用を推進するため、感染対策に留
意しながら、高齢者にとって身近な公民館等におけ
る事業実施は重要であるため、今後も状況に応じ、

即時に対応できる体制を整えていく。

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○住み慣れた地域で望む暮らしを選択できるようにするため
に、早期から自分に合った介護予防に取り組むことが重要で
ある。市では、より多くの人が、介護予防に取り組むことが
できるよう、身近な場所で介護予防ができる体制づくり、介
護予防のきっかけづくりや地域の取組の支援を継続する必要

がある。
○課題：新規参加者の促進、介護予防の取組を支える担い手
の支援、一般介護予防事業の認知度の向上、社会情勢の変化

地域リハビリテーション活動支援事業 30 25団体 地域リハビリテーション活動支援事業

リハビリ専門職を定期的に公民館等に派遣
し、参加者及び通いの場の運営者（ボラン
ティアなど）に対し、介護予防の取り組みを

強化する事業。
【実績値】29団体

◎

事業を再開する地区が徐々に増え、目標値を上回る
実績となった。

今後も継続した事業展開をするため、内容を検討し
ながら、実施していく必要がある。
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①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○住み慣れた地域で望む暮らしを選択できるようにするため
に、早期から自分に合った介護予防に取り組むことが重要で
ある。市では、より多くの人が、介護予防に取り組むことが
できるよう、身近な場所で介護予防ができる体制づくり、介
護予防のきっかけづくりや地域の取組の支援を継続する必要
がある。
○課題：新規参加者の促進、介護予防の取組を支える担い手
の支援、一般介護予防事業の認知度の向上、社会情勢の変化

自立支援型地域ケア会議 36 24回 自立支援型地域ケア会議

要支援者～要介護1の支援計画について、
多職種による協議を行い、本人の生活課題
の解決及び自立支援に資する支援計画の
検討を行う。
【実績値】24回

◎

計画通り実施。今後も、市内介護支援専門員の自立
支援及び重度化防止に資するケアマネジメントの支
援を図る。
また、必要と思われる社会資源の検討を実施し、地
域課題の抽出につなげていく。

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○住み慣れた地域で望む暮らしを選択できるようにするため
に、早期から自分に合った介護予防に取り組むことが重要で
ある。市では、より多くの人が、介護予防に取り組むことが
できるよう、身近な場所で介護予防ができる体制づくり、介
護予防のきっかけづくりや地域の取組の支援を継続する必要

がある。
○課題：新規参加者の促進、介護予防の取組を支える担い手
の支援、一般介護予防事業の認知度の向上、社会情勢の変化

まごころ訪問事業
(訪問型サービスＢ)

83
800

(延べ利用件数)
まごころ訪問事業
(訪問型サービスＢ)

総合事業の多様なサービスの一環として、
市が養成した訪問サポーターが自宅を訪問
し、利用者が自力では困難な比較的軽度な
生活援助（掃除・買い物など）の支援を行う

事業。
【実績値】453件（年間延べ件数）

△

利用者の身体状況の変化により、実績が減少し
た。。

本事業の安定した事業継続のためには、サポーター
の確保が必須である。よって、今後もサポーター養
成講座を実施し、マンパワーの確保に努めたい。

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○住み慣れた地域で望む暮らしを選択できるようにするため
に、早期から自分に合った介護予防に取り組むことが重要で
ある。市では、より多くの人が、介護予防に取り組むことが
できるよう、身近な場所で介護予防ができる体制づくり、介
護予防のきっかけづくりや地域の取組の支援を継続する必要

がある。
○課題：新規参加者の促進、介護予防の取組を支える担い手
の支援、一般介護予防事業の認知度の向上、社会情勢の変化

生活支援型予防通所事業
(通所型サービスＡ)

83
236

(延べ利用件数)
生活支援型予防通所事業
(通所型サービスＡ)

通所介護事業所（デイサービス）で、短時間
の機能訓練（運動、リハビリ等）を日帰りで

受けられる事業。
【実績値】189件（年間延べ利用件数）

○

新型コロナウイルス感染症の影響による利用控え等
により、実績は見込みより少なかった。しかし、前年
度とほぼ同様の実績であり、ニーズは一定数あるこ
とから、引き続きニーズに応じたサービスの提供を行

う。

②給付適正化

○要介護者等の増加とともに、介護者の高年齢化が進んでお
り、介護者が大きな負担を抱えるケースが増加している。
○介護者の負担軽減のためには、適切な時期での介護サービ
スの利用が有効であり、サービス内容、適切な利用方法につ
いての周知が必要。
○制度の趣旨を超えた過剰な給付に対して、これを抑制し、
制度の持続可能性を確保するために、介護給付の適正化に向
けた取組みを行っている。

介護給付適正化事業 65～67
主要５事業に独自調査を加えた６事業の継
続実施

介護給付適正化事業

【実績値】
要介護認定の適正化：認定調査委託分点
検率　100％
ケアプラン点検：273件
住宅改修・福祉用具実態調査：1件
医療情報との突合・縦覧点検：2,717件
介護給付費通知：11,783件
独自調査：1,557件

◎

主要５事業に独自調査を加えた６事業については継
続して実施。
事業の実施が介護給付の適正化につながるよう、居
宅介護支援事業所への指導と一体的な運用を行う
等、内容の見直しを進めた。

②給付適正化

○サービスの提供主体である介護事業者の質の向上は、利用者が
受けるサービスの向上に直結する重要課題。
○集団指導や実地指導等を通して、介護給付の適正化の視点だけ
でなく、よりよいケアの在り方や、事業所運営に係る課題等について
共に考え、質の向上を図っている。

集団指導・実地指導
介護支援専門員向けテーマ別研修会

77・79
集団指導・実地指導、介護支援専門員向け
テーマ別研修会の継続実施

集団指導・実地指導
介護支援専門員向けテーマ別研修会

【実績値】
集団指導：対面開催
運営指導：17件
研修会：1回

◎

集団指導、運営指導ともに年間計画に基づいて、予
定どおり実施することができた。
各指導の実施方法については、状況等に応じて、臨
機応変に対応していく。
今後も介護事業者におけるサービスの質の向上を
図るため、多角的な支援・指導行う。

※適宜、行の挿入・行の高さの変更をしてください。
※作成要領は、【記入例】自己評価シートをご参照ください。
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